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１． 金融規制改革の現状と今後の展開

　金融規制改革の流れ

　米国で発生したサブプライム問題はグローバル

な金融・経済危機へと深化した。金融危機への対

応として公的資金（税金）が投入され、金融危機

は収束に向かったものの、公的資金の投入が欧州

を中心に財政収支の悪化を招き、ユーロ圏のソブ

リン債務危機の発生につながった。このような流

れを受けて、金融危機の再発防止を図ることを目

的として、現在、国際的な金融規制改革が進展し

ている。

　国際的な金融規制改革では、納税者負担の回避

が至上命題となっている。米国は2010年７月に

「ドッド＝フランク法（Dodd-Frank Wall Street 

Reform and Consumer Protection Act）」を導入し、

破綻金融機関に対するエクイティの提供、すなわ

ち公的資本増強を明確に禁止している。欧州でも

今年６月に「銀行再生・破綻処理に関する指令

（Bank Recovery and Resolution Directive；BRRD）」

がEU官報に掲載され、公的資金の使用を避ける

ことが基本原則となっている。

　国際的な金融規制改革はバーゼル銀行監督委員

会（以下「バーゼル委員会」）が主導していると

見られがちだが、最近では金融安定理事会

（Financial Stability Board；FSB）のプレゼンスが

増している（図表１）。FSBは、バーゼル委員会、

証券監督者国際機構（IOSCO）、保険監督者国際

機構（IAIS）、国際会計基準審議会（IASB）とい

った国際基準設定者間のコーディネーターとして

位置付けられるとともに、銀行・証券・保険に属

さない規制としてシャドーバンキング規制や銀
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